
熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金交付要綱 

 

制定 令和 ４年 ６月１０日 市長決裁         

改正 令和 ５年 ４月 １日 起業・新産業支援課長決裁 

令和 ５年１０月 １日 起業・新産業支援課長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市におけるスタートアップ等の成長の促進や新たな産業の創出を図るため、創

業又は新規事業へ挑戦する際の資金調達や商品・サービスのマーケティングを行う者に対し、熊本市

新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金（以下「補助金」という。）を交付するに当たり、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

 (1) 中小企業者等 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号及び同条第５

項に規定される要件に該当する会社又は個人をいう。 

(2) 会社 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項に規定される株式会社、合名会社、合

資会社又は合同会社をいう。 

(3) 創業 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条に規定する開業の届出を行い新たに事

業を開始する場合、又は新たに法人の設立登記を行い事業を開始する場合をいう。 

 (4) 大企業 第１号以外の会社をいう。 

 (5) みなし大企業 次に掲げるもののいずれかに該当する中小企業者等をいう。 

  ア 一つの大企業が発行済株式の総数又は出資総額の２分の１以上を単独で所有又は出資している

場合 

  イ 複数の大企業が発行済株式の総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している場合 

  ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の半数以上を占めている場合 

 (6) クラウドファンディング インターネットを介して不特定多数の人々から資金調達する仕組み

をいう。 

(7) クラウドファンディング運営事業者 クラウドファンディングサイトの運営事業者をいう。 

(8) プロジェクト クラウドファンディングにより調達する資金で実施する事業をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号に掲げる要件の 

全てを満たす中小企業者等とする。 

(1) 次に掲げるいずれかに該当する者であること。 

ア 法人及び個人事業者にあっては、本市内に事業所を置き、かつ事業を営む者 

イ 創業予定者にあっては、申込年度中に本市内に事業所を置き、かつ事業を営む予定である者 

(2) 市税を滞納していない者 

(3) 熊本市暴力団排除条例（平成２３年条例第９４号）第２条第１号から第３号までの規定に該当

しない者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助の対象外とする。 



(1) 別表第１の事業に該当する事業を行う場合 

 （2） 法人にあっては、みなし大企業である場合 

 （3） その他市長が適当でないと認める場合 

（補助事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、補助対象者がクラウドファ

ンディングを用いて新商品又は新サービスの企画、開発若しくは研究又は販路開拓を行う事業とす

る。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の実施に要する

経費であって、次の各号に掲げるものとする。 

(1) クラウドファンディング運営事業者に支払う手数料 

(2） プロジェクトを掲載するページを作成するための費用 

(3)  プロジェクトの広報活動にかかる費用 

(4) その他市長が特に必要と認めるもの 

２ 当該補助金の申込みに係る同一の計画に対し、他の機関又は制度において補助を受けた経費又は交

付が確定している経費は補助対象外とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内の額とし、１件につき３０万円を上限額とする。 

２ 前項の規定により補助金の額を算定する場合において、その額に千円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

（補助事業の実施期間） 

第７条 補助事業の実施期間は、補助金の交付決定日から同日の属する年度の２月末日までとし、実施

期間終了までに、補助対象経費の支払を完了しなければならない。ただし、特別な理由があると認め

るときは、この限りでない。 

（交付の制限） 

第８条 この要綱に基づく補助金の交付は、１事業者につき、一の年度に１回を限度とする。 

（交付の申込み） 

第９条 補助金の交付の申込みをしようとする者（以下「申込者」という。）は、熊本市新事業挑戦ク

ラウドファンディング活用補助金交付申込書（様式第１号）（以下「交付申込書」という。）に、別

表第２に定める書類を添付して、別に定める日までに市長に提出しなければならないこととする。 

（交付の決定） 

第１０条 市長は、前条の規定による補助金の交付の申込みがあった場合は、速やかにその内容を審査

し、補助金の交付を決定したときは、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金交付決定

通知書（様式第４号）により、補助金を交付しない決定をしたときは、熊本市新事業挑戦クラウドフ

ァンディング活用補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、当該申込者へ通知するものとす

る。 

２ 補助金の交付の決定は、交付申込書を先着順に審査して行うものとする。 

（交付の条件） 



第１１条 市長は、前条の規定による交付の決定をする場合は、次の各号に掲げる条件を付すこととす

る。 

(1) 交付申込書に記載した事項を変更しようとするとき（軽微な変更をしようとするときを除

く。）は、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 (2) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は当該事業の遂行が困難となったときは、速や

かに市長に報告して、その指示を受けること。 

 (3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けること。 

 (4) 補助事業が完了したときは、その日から３０日を経過する日又は当該年度の２月末日のいずれ

か早い日までに、市長に対し所定の実績報告を行うこと。 

 (5) 補助金の額の確定のために現地調査、書類確認、質問等が必要な場合は、市の求めに応じこれ

に協力すること。 

 (6) 補助金の支払の請求は、その額の確定の通知を受けた日から起算して１０日を経過する日まで

に所定の請求書により行うこと。 

 (7) 補助事業の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理するとともに、これらの帳簿及

び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管すること。 

 (8) 補助金を他の用途に使用しないこと。 

 (9) 前各号に掲げるもののほか、法令その他市長が必要があると認める事項を遵守すること。 

（申込みの取下げ） 

第１２条 申込者が補助金の交付申込みの取下げを行う場合は、熊本市新事業挑戦クラウドファンディ

ング活用補助金取下届（様式第６号）を市長に提出しなければならないこととする。 

２ 前項の規定による申込みの取下げがあったときは、当該申込みは無効とする。 

（補助事業の変更又は中止の手続） 

第１３条 第１０条の規定による交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）が補助事業を

変更し、又は中止しようとするときは、あらかじめ、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用

補助金変更・中止承認申込書（様式第７号）に、別表第３に定める書類を添付して市長に提出すると

ともに、その承認を受けなければならないこととする。 

２ 市長は、前項の規定による変更又は中止の承認の申入れがあった場合は、その内容を審査し、これ

を承認することとしたときは、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金変更・中止承認

通知書（様式第８号）により当該補助事業者に通知することとする。この場合において、承認に当た

り必要と認めるときは、当該通知に際し、条件を付するものとする。 

３ 市長は、変更内容を審査し、これを承認しないときは、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング

活用補助金変更・中止不承認通知書（様式第９号）により、当該補助事業者へ通知するものとする。 

４ 補助事業の変更により補助対象経費が増額となった場合は、当初の交付決定額を上限として補助金

を交付することとする。 

（実績報告） 

第１４条 補助事業者は、交付の決定を受けた補助事業が完了したとき（補助事業の中止の承認を受け

た場合を含む。）は、その日から３０日を経過する日又は当該年度の２月末日のいずれか早い日まで

に、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金実績報告書（様式第１０号）に別表第４に



定める書類を添付して、市長に提出しなければならないこととする。 

（補助金の額の確定） 

第１５条 市長は、前条の規定による実績報告書等の提出があったときは、報告された補助事業の成果

が交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するかどうかにつき審査するとともに、必要に応じて

現地調査、書類確認、質問等を行い、これらに適合すると認めたときは、別表第５に定めるところに

より、交付すべき補助金の額を確定し、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金交付額

確定通知書（様式第１２号）により補助事業者に通知することとする。 

（補助金の請求） 

第１６条 前条の規定による交付確定通知を受けた者は、当該通知を受けた日から起算して１０日を経

過する日までに、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活用補助金交付請求書（様式第１３号）

を市長に提出しなければならないこととする。 

（決定の取消し） 

第１７条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補助事業者に係る交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができることとする。 

(1) 第１１条に規定する交付の条件に違反した場合 

(2) 第１３条第２項に規定する承認の条件に違反した場合 

(3) 補助事業者としての要件を満たさないことが判明した場合 

(4) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けた場合 

２ 前項の規定に基づき、交付の決定を取り消す場合は、熊本市新事業挑戦クラウドファンディング活

用補助金交付決定取消及び返還請求通知書（様式第１４号）により当該補助事業者に通知するものと

する。 

（補助金の返還） 

第１８条 市長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し既に

補助金が交付されているときは、期限を定めて、これを返還させるものとする。 

２ 市長は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されて

いるときは、期限を定めて、これを返還させるものとする。 

（違約加算金） 

第１９条 補助事業者は、第１７条の規定による取消しを受け、補助金の返還を請求されたときは、そ

の請求に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付し

た場合におけるその後の期間については、既に納付した額を控除した額）につき熊本市補助金等交付

規則第１４条第１項に定める率を乗じて計算した違約加算金を市に納付しなければならないこととす

る。 

２ 前項の違約加算金を納付しなければならない場合において、補助事業者の納付した金額が返還を請

求された補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を請求された補助金の額に充て

られたものとする。 

（他の補助金等の一時停止等） 

第２０条 市長は、補助事業者が補助金の返還を請求され、当該補助金又は違約加算金の全部又は一部

を納付しない場合において、その者に対して同種の事務又は事業について交付すべき補助金等がある

ときは、相当の限度においてその交付を一時停止することができることとする。 

 （雑則） 



第２１条 補助金の交付は、予算の範囲内で行うこととする。 

２ 熊本市補助金交付規則（昭和４３年規則第４４号）第１１号第２項及び第３項の規定はこの補助金

の交付について適用しない。 

３ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年６月１０日から施行する。 

（熊本市クラウドファンディング活用支援補助金交付要綱の廃止） 

２ 熊本市クラウドファンディング活用支援補助金交付要綱（令和２年６月３０日市長決裁）は、廃止

する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

 

別表第１（第３条第２項第１号）補助対象外とする事業 

(1) 以下のサービス業 

 ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年、法律第１２２号）第２条

第６～第１０項に該当する全業種 

 イ 宗教 

 ウ 政治・経済・文化団体 

(2) 公序良俗に問題のある事業 

(3) その他市長が適当でないと認める事業 

 

別表第２（第９条関係）交付申込書（様式第１号）に添付する書類 

共通 (1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 誓約書兼同意書（様式第３号） 

(3) 補助対象経費に係る見積書等の書類 

(4) クラウドファンディングを利用することが分かる書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

法人 登記事項証明書（申込日前３月以内に発行されたものに限る。）の写し 

個人事業者 個人事業の開業・廃業等届出書の写し 

 

別表第３（第１３条関係）変更・中止承認申込書（様式第７号）に添付する書類 

共通 (1) 事業の変更・中止（廃止）に伴う関係書類 

(2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 



別表第４（第１４条関係）実績報告書（様式第１０号）に添付する書類 

共通 (1) 事業実績報告書（様式第１１号） 

(2) 補助対象経費の支払済額を証明する領収書等の書類 

(3) クラウドファンディング運営事業者が運営するウェブサイトの当該プロジェク

ト掲載ページを印刷したもの 

(4) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

創業予定者 登記事項証明書（申込日前３月以内に発行されたものに限る。）の写し又は個人事業

の開業・廃業等届出書の写し 

 

別表第５（第１５条関係）補助金交付確定額の基準 

補助金の額

の確定 

次に掲げる額のうち、いずれか少ない額とする。 

(1) 補助対象事業の実施に要した補助対象経費の実績額に基づく補助金の額 

(2) 補助金交付決定額 

 


